別紙 様式第２
令和　　　年　　　月　　　日

概　算　見　積　書
住　　　　所
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　㊞

	項   目
	金　　額
	積　算　根　拠

	企　画　調　整
	円
	

	出展者、出演者の募集・受付・調整
	円
	

	広　報・集　客
	円
	

	会　場　設　営
	円
	

	運　　　　　営
	円
	

	ア ン ケ ー ト
	円
	

	官公庁への許可・届出等業務
	円
	

	収 入 の 確 保
	円
	

	計（Ａ）
	円
	

	消費税及び地方消費税（Ｂ）
	円
	

	合計（Ａ＋Ｂ）
	円
	


（記載上の注意事項）

１　消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、合計額上限は、公募要領１（６）に記載の額となります。なお、消費税率が引き上げられても、上限額は変更されません。
２　具体的な業務内容の細目ごとに金額、内容、積算根拠を明確に記載してください。

３　管理経費・諸経費等を含めてください。また、記載内容を委託費支払いの際の参考とします。
４　上記の内容を満たせば、見積書の様式は問いません。　
